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調査概要
（調査対象） ※悉皆調査

（調査基準日）
令和５年５月１日（一部調査については別途設定）

（調査項目）

●都道府県・市町村
・47都道府県
・1,741市町村（特別区を含む）

●全国の幼稚園・幼保連携型認定こども園（休園中などを除く）
・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）
・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）
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●都道府県・市町村調査
１．市町村における幼稚園・保育所・幼保連携型認定こども園の設置状況
２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の状況
３．幼児教育アドバイザー等の配置状況、勤務経験、担当業務の範囲
４．架け橋期のコーディネーター等の配置状況、勤務経験
５．幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況
６．市町村における幼保小接続の状況、幼児教育と小学校教育の接続に関する取組

●幼稚園・幼保連携型認定こども園調査
１．幼稚園における幼稚園教諭免許と保育士資格、小学校教員免許の併有状況
２．幼稚園教諭の人材確保に関する状況
３．研修の実施・参加状況等
４．小学校との接続の状況、連携の取組内容、情報共有（引継ぎ等）
５．特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援、家庭の実情に応じた支援
６．幼稚園における預かり保育実施状況
７．子育て支援関連活動の実施状況
８．園児の居住市町村数
９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

１０．保有している絵本等の冊数、絵本や物語に触れる機会を多様にするための工夫



都道府県・市町村調査
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 「幼保連携型認定こども園」または「幼稚園及び保育所」が設置されている市町村は78.9％であった。
 幼稚園のみが設置されている市町村は1.8%であった。
 保育所のみが設置されている市町村は17.0%であった。

１．市町村における幼稚園・保育所・幼保連携型認定こども園の設置状況

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成26年度 平成28年度 令和元年度 令和3年度 令和5年度

「幼保連携型認定こども園」
または

「幼稚園及び保育所」

※令和3年度から調査

79.6% 78.9%

(1,367) (1,373)

幼稚園のみ

3.0% 1.6% 2.4% 1.8% 1.5% 1.5% 1.8% 1.0% 1.6% 2.2% 1.8%

(73) (30) (44) (33) (27) (26) (32) (18) (27) (38) (31)

保育所のみ

22.6% 17.7% 18.0% 18.1% 17.9% 18.1% 19.0% 19.1% 16.7% 16.8% 17.0%

(543) (327) (328) (328) (313) (316) (330) (332) (286) (289) (296)

いずれもなし
（無回答含む）

1.7% 1.6% 1.5% 1.4% 1.7% 1.5% 1.3% 0.7% 1.0% 1.3% 2.4%

(40) (29) (27) (25) (29) (27) (22) (13) (17) (23) (41)

78.9%
（1,373）

1.8%
（31）

17.0%
（296）

2.4%
（41）

※1母数：1,741市町村
※2グラフ中の（ ）内は市町村数

「幼保連携型認定こども園」または「幼稚園及び保育所」

幼稚園のみ

保育所のみ

いずれもなし（無回答含む）



（１）幼稚園・幼保連携型認定こども園・保育所の教育・保育内容の主担当部署の状況（都道府県）

一元化の内訳

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

都 道 府 県

２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の状況
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 地方公共団体内で設置されている公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園及び保育所に関する教育・
保育内容の主担当部署が首長部局又は教育委員会のいずれかのみ（一元化）としている都道府県は
34.0％であった。

   ※教育・保育内容：主に幼稚園教諭、保育士、保育教諭の研修の企画立案の担当を想定している。また、事務委任や補助執行を行って
いる場合を含め、実質的に主に業務を担っている部局を含む。

首長部局 教育委員会 対象施設がない

①施設型給付を受ける私立幼稚園 28 19 0

②施設型給付を受けない私立幼稚園 27 19 1

③私立幼保連携型認定こども園 31 16 0

④公立幼稚園 2 44 1

⑤公立幼保連携型認定こども園 26 19 2

⑥保育所（保育所型認定こども園を含む） 34 13 0

一元化している
34.0%（16）

一元化していない
66.0%（31）

首長部局
18.8%（3）

教育委員会
 81.3%（13）



※1 母数：1,741市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

一元化の内訳

（１）幼稚園・幼保連携型認定こども園・保育所の教育・保育内容の主担当部署の状況（市町村）

市 町 村

２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の状況
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 地方公共団体内で設置されている公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園及び保育所に関する教育・
保育内容の主担当部署が首長部局又は教育委員会のいずれかのみ（一元化）としている市町村は
72.9%であった。

   ※教育・保育内容：主に幼稚園教諭、保育士、保育教諭の研修の企画立案の担当を想定している。また、事務委任や補助執行を行って
いる場合を含め、実質的に主に業務を担っている部局を含む。

首長部局 教育委員会 対象施設がない
（無回答含む）

①施設型給付を受ける私立幼稚園 537 141 1,063
②施設型給付を受けない私立幼稚園 343 153 1,245
③私立幼保連携型認定こども園 786 125 830
④公立幼稚園 141 484 1,116
⑤公立幼保連携型認定こども園 247 151 1,343
⑥保育所（保育所型認定こども園を含む） 1,269 275 197

一元化している
72.9%（1,269）

一元化していない 

27.1%（472）

首長部局
71.7%（910）

教育委員会
28.3%（359）



（３）幼児教育センターの設置等の状況
 幼児教育センターを既に設置している都道府県は76.6％、市町村は5.6％であった。
 幼児教育センターは設置していないが、関係部署が参画する教育・保育内容に関する会議体を設置し

ている都道府県は10.6%、市町村は12.6%であった。
 前回調査から都道府県は９、市町村は７増加しており、近年増加傾向にある。

幼児教育センターを設置している都道府県・市町村数の推移
※1 母数：47都道府県又は1,741市町村
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数又は市町村数

■幼児教育センターを設置

■幼児教育センターは設置していないが、関係部署が参画する
 教育・保育内容に関する会議体を設置

■幼児教育センター及び会議体の設置はしていないが、関係部
 署間で併任発令をして連携体制を確保

■上記に該当しないが、定期的に教育・保育内容に関する部署
 間での打合せを実施

■上記に該当しない（無回答を含む）

※ 母数：47都道府県又は1,741市町村

都 道 府 県 市 町 村
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２．幼稚園等の主担当部署、幼児教育センターの設置等の状況
※幼児教育センター：幼稚園教諭・保育士・保育教諭に対する研修の機会の提供や幼児教育に関する研究成果の普及・啓発、各園等からの教育相談等を行う地域の拠点をいう。

平成28年度 令和元年度 令和3年度 令和5年度
都道府県数 11 19 27 36
市町村数 29 79 90 97

76.6%（36）

10.6%（5）

4.3%（2）
4.3%（2）

4.3%（2） 5.6%
（97）

12.6%
（219） 4.0%

（69）

34.1%
（594）

43.8%
（762）



都 道 府 県

配置状況

内
訳

※ 母数：47都道府県

幼児教育アドバイザー等を配置している都道府県の推移

幼児教育アドバイザー等の配置人数と都道府県数

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

配置人数

配置の内訳

※1 母数：幼児教育アドバイザー等の配置人数（501人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数 9

３. 幼児教育アドバイザー等の配置状況、勤務経験、担当業務の範囲
※幼児教育アドバイザー：幼児教育・保育に係る指導・助言を専ら担当する職員をいう。

（１）幼児教育アドバイザー等の配置状況（都道府県）
 幼児教育アドバイザー等を配置している都道府県は91.5％であった。
 前回調査から都道府県は４増加しており、近年増加傾向にある。

都道府県数

計 常勤のみ配置 常勤と非常勤・嘱託
どちらも配置

非常勤・嘱託のみ
配置

1人配置 2 1 1
2人配置 2 1 0 1
3人配置 1 0 1 0
4人配置 6 0 4 2

5人以上配置 32 0 26 6

平成28年度 令和元年度 令和3年度 令和5年度

都道府県数 12 24 39 43
設置率[％] 26 51 83 91 

配置
91.5%
（43）

未配置
8.5%
（4）

4.3%（2）
4.3%（2）

2.1%（1）

12.8%（6）

68.1%（32）

8.5%（4）

常勤
 21.6%
（108）

非常勤
 25.3%
（127）

嘱託
 53.1%
（266）

■１人配置 ■２人配置 ■３人配置

■４人配置 ■５人以上配置 ■未配置



（１）幼児教育アドバイザー等の配置状況（市町村）
 幼児教育アドバイザー等を配置している市町村は47.5%であった。
 前回調査から市町村は119増加しており、近年増加傾向にある。

市 町 村

※ 母数：1,741市町村

幼児教育アドバイザー等を配置している市町村の推移

幼児教育アドバイザー等の配置人数と市町村数

※1 母数：幼児教育アドバイザー等の配置人数（2,435人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数

内
訳

※1 母数：1,741市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

配置状況 配置人数

配置の内訳
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３. 幼児教育アドバイザー等の配置状況、勤務経験、担当業務の範囲
※幼児教育アドバイザー：幼児教育・保育に係る指導・助言を専ら担当する職員をいう。

市町村数

計 常勤のみ配置 常勤と非常勤・嘱託
どちらも配置

非常勤・嘱託のみ
配置

1人配置 357 258 99
2人配置 190 99 48 43
3人配置 102 37 51 14
4人配置 51 21 30 0

5人以上配置 127 35 81 11

平成28年度 令和元年度 令和3年度 令和5年度

市町村数 200 300 708 827
設置率[％] 11 18 41 48 

配置
47.5%
（827）

未配置
 52.5%
（914）

20.5%
（357）

10.9%
（190）

5.9%
（102）

2.9%
（51）

7.3%
（127）

52.5%
（914）

常勤
60.7%

（1,479 ）

非常勤
22.7%
（ 553 ）

嘱託
 16.6%
（403 ）

■１人配置 ■２人配置 ■３人配置

■４人配置 ■５人以上配置 ■未配置（無回答含む）



 幼稚園、幼保連携型認定こども園、保育所での勤務経験がある幼児教育アドバイザー等は、都道府県
で合計401人、市町村で合計1,798人であった。また、小学校での勤務経験がある幼児教育アドバイ
ザー等は、都道府県で131人、市町村で631人であった。
※複数回答のため、一部の幼児教育アドバイザー等については重複している。

（２）幼児教育アドバイザー等の勤務経験

都 道 府 県 ・ 市 町 村

※1 母数：幼児教育アドバイザー等の配置人数（都道府県：501人、市町村：2,435人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数
※3 複数回答

ア：幼稚園での勤務経験あり

イ：幼保連携型認定こども園での勤務経験あり

ウ：保育所での勤務経験あり

エ：ア～ウいずれの勤務経験もなく、かつ、幼児に直接接する職業経験
 （乳児院、幼児教室等）あり

オ：小学校での勤務経験あり

カ：学識経験者

キ：ア～カいずれの経験もない
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３. 幼児教育アドバイザー等の配置状況、勤務経験、担当業務の範囲

46.7%（234）

11.2%（56）

22.2%（111）

1.6%（8）

26.1%（131）

21.4%（107）

2.4%（12）

26.7%（651）

10.8%（263）

36.3%（884）

3.4%（84）

25.9%（631）

11.5%（279）

7.8%（190）

0% 20% 40% 60% 80%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

都道府県
市町村



 「教育・保育内容や指導方法、環境の改善についての助言・指導」を担当している幼児教育アドバイ
ザー等は、都道府県、市町村ともに最も多く、「特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者などへ
の支援」を担当している幼児教育アドバイザー等は、都道府県で41.9%、市町村で69.0%であった。

（３）幼児教育アドバイザー等の担当業務の範囲

ア：教育・保育内容や指導方法、環境の改善についての助言・指導

イ：幼児教育・保育と小学校教育の接続に関する取組（研修の企画・実施を含む）

ウ：幼稚園、保育所及び認定こども園の連携に関する取組（研修の企画・実施を含む）

エ：イ・ウ以外で、幼児期の教育に関する研修の企画・実施

オ：特別な配慮を必要とする幼児（障害のある幼児や言語や文化的背景等の違いにより、
 本人又は保護者への支援を要する幼児）又はその保護者などへの支援

（研修の企画・実施を除く）

カ：幼児教育施設における公衆衛生や危機管理、児童心理、栄養管理、特別支援教育
 等について専門性を有する者（保健士、医師、看護師、心理士、言語聴覚士、
 理学療法士など、教育・保育以外に関する専門職）との連携（研修の企画・実施を除く）

キ：域内の幼児期の教育に関する研究及び研究内容の普及・啓発（研修の企画・実施を除く）

ク：域内の幼児期の教育に関する各種計画の策定・立案等

ケ：保護者の子育ての支援全般に関する取組（研修の企画・実施を除く）

コ：養育に関する支援の提供が考えられる保護者を特に対象とした活動に関する取組
 （研修の企画・実施を除く）

サ：幼児期の教育に関する広報活動（研修の企画・実施を除く）

※1 母数：幼児教育アドバイザー等を配置する都道府県・市町村数（都道府県：43都道府県、市町村：827市町村）
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数又は市町村数 12

３. 幼児教育アドバイザー等の配置状況、勤務経験、担当業務の範囲

都 道 府 県 ・ 市 町 村

100.0%（43)

97.7%（42)

83.7%（36)

81.4%（35)

41.9%（18)

39.5%（17)

65.1%（28)

55.8%（24)

32.6%（14)

9.3%（4)

62.8%（27)

91.1%（753)

79.7%（659)

53.0%（438)

45.2%（374)

69.0%（571)

53.3%（441)

33.9%（280)

29.5%（244)

31.0%（256)

17.5%（145)

25.6%（212)
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都 道 府 県

配置状況

内
訳

架け橋期のコーディネーター等の配置人数と都道府県数

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

配置人数

配置の内訳

※1 母数：架け橋期のコーディネーター等の配置人数（179人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数 13

４. 架け橋期のコーディネーター等の配置状況、勤務経験
※架け橋期のコーディネーター：幼児教育施設と小学校の両施設に対して、「架け橋期のカリキュラム」の作成・実施に向けた助言等を主に担当する職員をいう。

（１）架け橋期のコーディネーター等の配置状況（都道府県）

 架け橋期のコーディネーター等を配置している都道府県は83.0％であった。

都道府県数

計 常勤のみ配置 常勤と非常勤・嘱託
どちらも配置

非常勤・嘱託のみ
配置

1人配置 9 4 5
2人配置 6 4 0 2
3人配置 5 2 3 0
4人配置 6 2 4 0

5人以上配置 13 1 12 0

配置
 83.0%
（39）

未配置
17.0%（8）

19.1%
（9）

12.8%
（6）

10.6%
（5）12.8%

（6）

27.7%
（13）

17.0%
（8）

常勤
 53.1%
（95）

非常勤
26.8%
（48）

嘱託
 20.1%
（36）

■１人配置 ■２人配置 ■３人配置

■４人配置 ■５人以上配置 ■未配置



（１）架け橋期のコーディネーター等の配置状況（市町村）

 架け橋期のコーディネーター等を配置している市町村は33.4%であった。

市 町 村

架け橋期のコーディネーター等の配置人数と市町村数

※1 母数：架け橋期のコーディネーター等の配置人数（1,022人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数

内
訳

※1 母数：1,741市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

配置状況 配置人数

配置の内訳

14

４. 架け橋期のコーディネーター等の配置状況、勤務経験
※架け橋期のコーディネーター：幼児教育施設と小学校の両施設に対して、「架け橋期のカリキュラム」の作成・実施に向けた助言等を主に担当する職員をいう。

市町村数

計 常勤のみ配置 常勤と非常勤・嘱託
どちらも配置

非常勤・嘱託のみ
配置

1人配置 366 303 63
2人配置 123 87 26 10
3人配置 49 19 26 4
4人配置 16 8 7 1

5人以上配置 28 11 17 0

配置
33.4%
（582 ）

未配置
66.6%

（ 1,159 ）

21.0%
（366 ）

7.1%
（123 ） 2.8%

（49 ）

0.9%
（16）1.6%

（28 ）

66.6%
（1,159 ）

常勤
76.5%
（782）

非常勤
 16.8%
（172）

嘱託
6.7%
（68）

■１人配置 ■２人配置 ■３人配置

■４人配置 ■５人以上配置 ■未配置（無回答含む）



 幼稚園、幼保連携型認定こども園、保育所での勤務経験がある架け橋期のコーディネーター等は、都
道府県で合計112人、市町村で合計514人であった。また、小学校での勤務経験がある架け橋期の
コーディネーター等は、都道府県で103人、市町村で536人であった。
※複数回答のため、一部の架け橋期のコーディネーター等については重複している。

（２）架け橋期のコーディネーター等の勤務経験

都 道 府 県 ・ 市 町 村

※1 母数：架け橋期のコーディネーター等の配置人数（都道府県：179人、市町村：1,022人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数
※3 複数回答

ア：幼稚園での勤務経験あり

イ：幼保連携型認定こども園での勤務経験あり

ウ：保育所での勤務経験あり

エ：ア～ウいずれの勤務経験もなく、かつ、幼児に直接接する職業経験
 （乳児院、幼児教室等）あり

オ：小学校での勤務経験あり

カ：学識経験者

キ：ア～カいずれの経験もない
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４. 架け橋期のコーディネーター等の配置状況、勤務経験

38.5%（69）

10.1%（18）

14.0%（25）

1.1%（2）

57.5%（103）

8.4%（15）

4.5%（8）

24.5%（250）

8.5%（87）

17.3%（177）

1.6%（16）

52.4%（536）

7.4%（76）

8.2%（84）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
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キ
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市町村



（１）都道府県・政令指定都市が行う法定研修における私立幼稚園教諭等の受け入れ状況

 初任者研修、中堅教諭等資質向上研修ともに、幼稚園教諭や保育教諭、保育士を受け入れている自治
体が増加。

 私立幼稚園教諭・保育教諭等を受け入れていない理由としては、初任者研修、中堅教諭等資質向上研
修でともに「公務員であること（幼稚園教諭であること）等を前提とした研修内容であり、私立の園
の職員への研修として適していないため」が一番多く、保育所に勤務する保育士を受け入れていない
理由としては、初任者研修、中堅教諭等資質向上研修でともに「都道府県が実施する別の研修により、
研修を受ける機会が確保されているため」が一番多かった。（次頁参照）

５. 幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況
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初任者研修 中堅教諭等資質向上研修

私立幼稚園教諭・私立幼保連携型
認定こども園に勤務する保育教諭 保育所に勤務する保育士 私立幼稚園教諭・私立幼保連携型

認定こども園に勤務する保育教諭 保育所に勤務する保育士

受け入れており、
１人以上の参加実績があった 51 22 36 17

受け入れているが、
参加実績はなかった 1 1 3 4

受け入れていない 15 43 24 42



（１）都道府県・政令指定都市が行う法定研修における私立幼稚園教諭等の受け入れ状況

ア：対象者がいないため

イ：当該職種の研修参加に係るニーズを把握していないため

ウ：公務員であること（幼稚園教諭であること）等を前提とした研修内容であり、
私立の園の職員への研修として適していないため

エ：都道府県が実施する別の研修により、研修を受ける機会が確保されているため

オ：都道府県以外が実施する別の研修により、研修を受ける機会が確保されているため

カ：受入れ可能な人数に限りがあるため

キ：その他

※1 母数：私立幼稚園教諭・保育教諭等等を受け入れていない都道府県・指定都市数
 （初任者研修：15自治体、中堅教諭等資質向上研修：24自治体）

保育所に勤務する保育士を受け入れていない都道府県・指定都市数
 （初任者研修：43自治体、中堅教諭等資質向上研修：42自治体）

※2 グラフ中の（ ）内は自治体数
※3 複数回答

・私立幼稚園教諭・保育教諭等を受け入れてない理由

５. 幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況

17

・保育所に勤務する保育士を受け入れてない理由

6.7%（1）

0.0%（0）

53.3%（8）

20.0%（3）

46.7%（7）

6.7%（1）

6.7%（1）

4.2%（1）

4.2%（1）

50.0%（12）

20.8%（5）

41.7%（10）

12.5%（3）

12.5%（3）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

初任者研修

中堅教諭等資質向上研修

2.3%（1）

11.6%（5）

23.3%（10）

37.2%（16）

20.9%（9）

20.9%（9）

32.6%（14）

2.4%（1）

14.3%（6）

26.2%（11）

33.3%（14）

23.8%（10）

19.0%（8）

28.6%（12）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

初任者研修

中堅教諭等資質向上研修



（２）幼保小の合同研修の実施状況（都道府県）

都 道 府 県

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数
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５. 幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況

 都道府県単位で幼保小の合同研修を実施している都道府県は80.9%であった。
 幼保小の合同研修では、公私立問わずほとんどの施設職員及び自治体職員の参加実績があった。

・対象・参加実績

※1 母数：実施していると回答があった38都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

ア：公立幼稚園
イ：私立幼稚園
ウ：公立幼保連携型認定こども園
エ：私立幼保連携型認定こども園
オ：公立保育所
カ：私立保育所
キ：小学校教諭
ク：域内自治体の幼児教育・保育担当者
ケ：域内自治体の小学校教育担当者
コ：その他（小規模保育施設、事業所内保育施設等）

実施している
80.9%（38）

実施していない
（無回答含む）

19.1%（9）

97.4%（37)

97.4%（37)

94.7%（36)

97.4%（37)

94.7%（36)

94.7%（36)

94.7%（36)

94.7%（36)

92.1%（35)

71.1%（27)

97.4%（37)

97.4%（37)

86.8%（33)

92.1%（35)

92.1%（35)

92.1%（35)

94.7%（36)

94.7%（36)

89.5%（34)

63.2%（24)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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ク
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対象
参加実績



（２）幼保小の合同研修の実施状況（市町村）

市 町 村

※1 母数：1,741市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

19

５. 幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況

 市町村単位で幼保小の合同研修を実施している市町村は39.9%であった。
 幼保小の合同研修は、小学校教諭の参加実績が多かった。

・対象・参加実績

ア：公立幼稚園
イ：私立幼稚園
ウ：公立幼保連携型認定こども園
エ：私立幼保連携型認定こども園
オ：公立保育所
カ：私立保育所
キ：小学校教諭
ク：その他（小規模保育施設、事業所内保育施設等）

※1 母数：実施していると回答があった695市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

実施している 

39.9%（695 ）
実施していない
（無回答含む） 

60.1%（1,046 ）

50.6%（352)

52.4%（364)

34.1%（237)

60.7%（422)

73.7%（512)

66.9%（465)

97.8%（680)

25.9%（180)

49.9%（347)

49.8%（346)

31.7%（220)

58.6%（407)

72.4%（503)

64.5%（448)

97.1%（675)

21.2%（147)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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（３）その他の研修の実施状況

都 道 府 県

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数
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５. 幼稚園教諭・保育教諭等の研修の実施状況

 初任者研修、中堅教諭等資質向上研修及び幼保小の合同研修以外の研修を実施している都道府県は
93.6%、市町村は31.2%であった。

 都道府県では、公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園のいずれも対象としているところが多く、
市町村では、公立の幼稚園を対象としているところが最も多かった。

・主な対象（複数回答可）

※1 母数：実施していると回答があった44都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

ア：公立幼稚園
イ：私立幼稚園
ウ：公立幼保連携型認定こども園
エ：私立幼保連携型認定こども園

実施している93.6%

（44）

実施していない（無回答含む）  6.4%（3）

100.0%（44)

97.7%（43)

100.0%（44)

97.7%（43)

0% 25% 50% 75% 100%

ア

イ

ウ

エ

市 町 村

実施してい
る 31.2%

（543 ）実施してい
ない（無回
答含む） 

68.8%
（1,198 ）

※1 母数：1,741市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

ア：公立幼稚園
イ：私立幼稚園
ウ：公立幼保連携型認定こども園
エ：私立幼保連携型認定こども園

63.5%（345)

41.3%（224)

44.6%（242)

56.4%（306)

0% 20% 40% 60% 80%

ア

イ

ウ

エ

※1 母数：実施していると回答があった543市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数



■ステップ０：
連携の予定・計画がまだ無い。

■ステップ１：
連携・接続に着手したいが、まだ検討中である。

■ステップ２：
年数回の授業、行事、研究会などの交流があるが、
接続を見通した教育課程の編成・実施は行われて
いない。

■ステップ３：
授業、行事、研究会などの交流が充実し、接続を
見通した教育課程の編成・実施が行われている。

■ステップ４：
接続を見通して編成・実施された教育課程について、
実施結果を踏まえ、更によりよいものとなるよう検討
が行われている。

 接続を見通した教育課程の編成・実施が行われている（ステップ３・４）割合は26.3%であった。
 年数回の授業、行事、研究会などの交流があるが、接続を見通した教育課程の編成・実施は行われてい

ない（ステップ２）割合が48.9%で最も多かった。

※1 母数：回答があった1,565市町村（幼稚園・保育所・幼保連携型認定こども園いずれも未設置の市町村を除く）
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数
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６. 市町村における幼保小接続の状況、幼児教育と小学校教育の接続に関する取組

（１）幼保小連携・接続の実施状況

ステップ0

 12.9%（202）

ステップ1

11.9%（186）

ステップ2

48.9%（766）

ステップ3

19.0%（298）

ステップ4

 7.2%（113）



 幼児教育と小学校教育の接続に関する取組を実施している市町村は78.7％であった。
 取組内容は、「幼保小の関係者で構成される合同会議の開催」が74.5％で一番多く、次に「自治体内

の関係部局との情報共有等の連携」が67.5％で多かった。
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６. 市町村における幼保小接続の状況、幼児教育と小学校教育の接続に関する取組

（２）幼児教育と小学校教育の接続に関する取組

※1 母数：1,741市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

・取組内容（複数回答可）

ア：自治体内の関係部局との情報共有等の連携
イ：幼保小の関係者で構成される合同会議の開催
ウ：「架け橋期のカリキュラム」の作成
エ：幼児教育と小学校教育の接続に関する研修教材の開発
オ：幼児教育と小学校教育の接続に関する周知広報資料の作成
カ：域内の幼保小における幼児教育と小学校教育の接続の取組に関する実態把握

※1 母数：実施していると回答があった1,371市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

実施している 
78.7%

（1,371 ）

実施していない
（無回答含む） 

21.3%（370 ）

67.5%（925)

74.5%（1,022)

25.7%（352)

6.3%（87)

14.4%（198)

44.5%（610)
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幼稚園・幼保連携型認定こども園調査
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１．幼稚園における幼稚園教諭免許と保育士資格、小学校教員免許の併有状況

 幼稚園の園長、副園長・教頭、教諭のうち、幼稚園教諭免許状（普通免許状（専修免許状、一種免許
状、二種免許状）又は臨時免許状等）と保育士資格を併有している者の割合は、全体で86.2％であっ
た。

 一種又は二種免許状及び保育士資格併有者のうち、特例により幼稚園教諭免許状を取得した者は
4,653人であった。

計 公立 私立

人数 ①に占める割合 人数 ①に占める割合 人数 ①に占める割合

園長

① 普通免許状又は臨時免許状保持者 6,122 2,117 4,005

②保育士資格併有者 3,554 58.1% 1,386 65.5% 2,168 54.1%

③小学校教諭免許併有者 2,221 36.3% 966 45.6% 1,255 31.3%

副園長・教頭

① 普通免許状又は臨時免許状保持者 5,467 1,068 4,399

②保育士資格併有者 3,998 73.1% 865 81.0% 3,133 71.2%

③小学校教諭免許併有者 1,553 28.4% 366 34.3% 1,187 27.0%

教諭等

① 普通免許状又は臨時免許状保持者 88,131 12,598 75,533

②保育士資格併有者 78,379 88.9% 11,313 89.8% 67,066 88.8%

③小学校教諭免許併有者 13,700 15.5% 3,602 28.6% 10,098 13.4%

合計

① 普通免許状又は臨時免許状保持者 99,720 15,783 83,937

②保育士資格併有者 85,931 86.2% 13,564 85.9% 72,367 86.2%

③小学校教諭免許併有者 17,474 17.5% 4,934 31.3% 12,540 14.9%

① 一種又は二種免許状及び保育士資格併有者 83,191 13,214 69,977

② 特例により上記幼稚園教諭免許状を取得 4,653 5.6％ 535 4.0% 4,118 5.9%



２. 幼稚園教諭の人材確保に関する状況

（２）幼稚園教諭・保育教諭の直前の職種等
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■ 他の幼稚園・幼保連携型認定こども園

■ 上記以外の保育施設（保育所や小規模保育事業所など）

■ 上記以外で幼児に直接関わる仕事（幼児教室等）

■ 小学校又は義務教育学校

■ 幼児に直接関わらない職種（上記「小学校又は義務教育学校」を除く）

■ 家庭における子育て・介護等

■ それ以外又は不明
※1 母数：中途採用の職員数（16,012人）
※2 グラフ中の（ ）内は職員数
※3 令和４年度の実績

 中途採用者の直前の職種等としては他の園が37.3%で最も多かった。

（１）教諭等の採用者、離職者の状況（令和４年度の実績）
 令和４年度は、採用者数が38,548人、離職者数が22,194人であった。

※１ 新卒・中途採用者の別はない離職者の合計
※２ 令和４年度の実績

※１ 新卒・中途採用者の合計
※２ 令和４年度の実績

採用者の状況 離職者の状況

採用者数 割合
正規雇用 23,804人 61.8%
非正規雇用 14,744人 38.2%

合計 38,548人 100.0%

離職者数 割合
正規雇用 14,315人 64.5%
非正規雇用 7,879人 35.5%

合計 22,194人 100.0%

37.3%（5,969）

26.7%…
2.7%

（439）

1.6%
（254）

9.1%（1,450）

12.2%（1,952）

10.5%
（1,677）



ア：園が自主的に研修を実施した

イ：都道府県又は政令指定都市が行う法定研修（初任者研修又は中堅教諭等資質向上研修）に職員が参加した

ウ：都道府県又は市町村が主催・共催する、法定研修以外の研修に職員が参加した

エ：幼稚園・認定こども園団体が主催する研修に参加した

オ：ア～エ以外の研修（他園の保育の見学等も含む）に職員が参加した

カ：研修に参加した職員はいなかった

３. 研修の実施・参加状況等

（１）実施・参加状況

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

※1 母数：
   ・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）

・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答
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89.7%（2,238）

47.8%（1,192）

92.7%（2,311）

79.9%（1,992）

72.9%（1,817）

1.6%（39）

74.5%（4,107）

51.4%（2,835）

58.5%（3,227）

67.0%（3,695）

47.9%（2,642）

3.9%（216）

79.2%（6,345）

50.3%（4,027）

69.2%（5,538）

71.0%（5,687）

55.7%（4,459）

3.2%（255）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

公立幼稚園 私立幼稚園 幼稚園全体

88.9%（840）

77.0%（728）

89.9%（850）

74.5%（704）

72.3%（683）

2.3%（22）

85.7%（4,911）

63.2%（3,619）

79.3%（4,545）

69.7%（3,992）

59.4%（3,400）

3.9%（221）

86.2%（5,751）

65.1%（4,347）

80.8%（5,395）

70.4%（4,696）

61.2%（4,083）

3.6%（243）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

公立幼保連携型認定こども園 私立幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園全体



（３）教育活動期間中の実施頻度

（４）長期休業期間中の実施頻度

27

３. 研修の実施・参加状況等

■ 週に2回以上

■ 週に1回程度

■ 月に1～2回程度

■ 年に1～2回程度

■ 無回答

 幼稚園・幼保連携型認定こども園ともに月に１～２回程度が最も多かった。

 幼稚園・幼保連携型認定こども園ともに年に１～２回程度が最も多かった。

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

※1 母数：３.（１）において「ア：園が自主的に研修を実施した」を選択した園
   ・6,345幼稚園（公立：2,238園、私立：4,107園）

・5,751幼保連携型認定こども園（公立：840園、私立：4,911園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数

※1 母数：３.（１）において「ア：園が自主的に研修を実施した」を選択した園
   ・6,345幼稚園（公立：2,238園、私立：4,107園）

・5,751幼保連携型認定こども園（公立：840園、私立：4,911園） 
※2 グラフ中の（ ）内は園数

■ 週に2回以上

■ 週に1回程度

■ 月に1～2回程度

■ 年に1～2回程度

■ 無回答

1.8%
（114）

7.1%
（452）

45.0%（2,858）
42.2%（2,677）

3.8%
（244）

0.9%
（50）

3.9%
（224）

51.5%（2,963）
42.4%（2,437）

1.3%
（77）

1.4%
（86）

5.6%
（354）

33.5%
（2,127）50.7%

（3,216）

8.9%
（562）

0.7%
（39）

2.5%
（146）

28.5%
（1,641）

41.2%（2,371）

27.0%
（1,554）



（１）小学校との接続の状況
 幼稚園においては、接続を見通した教育課程の編成・実施が行われている（ステップ３・４）割合は

24.8%であった。
 幼保連携型認定こども園においては、接続を見通した教育課程の編成・実施が行われている小学校と

の接続が実施されている（ステップ３・４）割合は32.4%であった。

※1 母数：
・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園） 
・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）

※2 グラフ中の（ ）内は園数
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４. 小学校との接続の状況、連携の取組内容、情報共有（引継ぎ等）

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園
■ステップ０：

連携の予定・計画がまだ無い。（無回答含む）

■ステップ１：
連携・接続に着手したいが、まだ検討中である。

■ステップ２：
年数回の授業、行事、研究会などの交流があるが、
接続を見通した教育課程の編成・実施は行われて
いない。

■ステップ３：
授業、行事、研究会などの交流が充実し、接続を
見通した教育課程の編成・実施が行われている。

■ステップ４：
接続を見通して編成・実施された教育課程について、
実施結果を踏まえ、更によりよいものとなるよう検討
が行われている。

ステップ０
12.2%（973）

ステップ１
14.4%（1,157）

ステップ２
48.6%（3,895）

ステップ３
18.2%（1,455）

ステップ４
6.6%（527）

ステップ０
10.5%（703）

ステップ１
14.0%（934）

ステップ２
43.0%（2,872）

ステップ３
24.2%（1,614）

ステップ４
8.2%（550）



（２）連携の取組内容（幼稚園）

幼 稚 園
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４. 小学校との接続の状況、連携の取組内容、情報共有（引継ぎ等）

 ア：小学校との連携・接続の担当に関する業務分掌を明確にすること

 イ：園児と小学校の児童との交流活動

 ウ：幼稚園教諭と小学校の教職員との合同研修会や研究会の開催

 エ：幼稚園教諭と小学校の授業参観

 オ：小学校の教職員による園の保育参観

 カ：小学校教育との接続を意識した教育課程の編成や指導計画の作成

 キ：小学校と協同して、接続を意識したカリキュラムを編成・実施

 ク：その他

 ケ：小学校との連携の取組を実施していない

※1 母数：8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園） 
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

52.6%（1,313）

79.5%（1,982）

67.4%（1,682）

74.3%（1,853）

60.3%（1,504）

47.1%（1,175）

18.7%（466）

11.3%（283）

1.0%（25）

31.2%（1,722）

47.2%（2,604）

30.5%（1,681）

40.0%（2,204）

25.4%（1,400）

30.4%（1,674）

8.4%（464）

11.2%（618）

14.9%（824）

37.9%（3,035）

57.3%（4,586）

42.0%（3,363）

50.7%（4,057）

36.3%（2,904）

35.6%（2,849）

11.6%（930）

11.3%（901）

10.6%（849）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ
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公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体
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４. 小学校との接続の状況、連携の取組内容、情報共有（引継ぎ等）

幼保連携型認定こども園

※1 母数：6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

（２）連携の取組内容（幼保連携型認定こども園）

 ア：小学校との連携・接続の担当に関する業務分掌を明確にすること

 イ：園児と小学校の児童との交流活動

 ウ：保育教諭と小学校の教職員との合同研修会や研究会の開催

 エ：保育教諭と小学校の授業参観

 オ：小学校の教職員による園の保育参観

 カ：小学校教育との接続を意識した教育課程の編成や指導計画の作成

 キ：小学校と協同して、接続を意識したカリキュラムを編成・実施

 ク：その他

 ケ：小学校との連携の取組を実施していない

46.3%（438）

69.7%（659）

58.2%（550）

73.5%（695）

66.3%（627）

43.2%（408）

19.6%（185）

9.9%（94）

2.1%（20）

48.7%（2,787）

54.8%（3,141）

38.6%（2,209）

52.8%（3,023）

36.0%（2,063）

47.5%（2,719）

13.7%（787）

12.5%（716）

7.2%（412）

48.3%（3,225）

56.9%（3,800）

41.3%（2,759）

55.7%（3,718）

40.3%（2,690）

46.9%（3,127）

14.6%（972）

12.1%（810）

6.5%（432）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体



（３）情報共有（引継ぎ等）
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４. 小学校との接続の状況、連携の取組内容、情報共有（引継ぎ等）

幼保連携型認定こども園

※1 母数：6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

※1 母数：8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園） 
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

幼 稚 園

 ア：指導要録を電子化して小学校へ送付

 イ：「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を活用し、小学校へ
 入学する幼児の育ちについて説明

 ウ：小学校での生活を見通した年長児の活動に関して小学校教員が
 助言・協力
 エ：スタートカリキュラムの作成に関して幼稚園教員が助言・協力

 オ：その他

 ア：指導要録を電子化して小学校へ送付

 イ：「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を活用し、小学校へ
 入学する幼児の育ちについて説明

 ウ：小学校での生活を見通した年長児の活動に関して小学校教員が
 助言・協力

 エ：スタートカリキュラムの作成に関して幼稚園教員が助言・協力

 オ：その他

10.5%（261）

65.7%（1,639）

31.5%（786）

17.6%（440）

25.5%（635）

23.7%（1,309）

46.3%（2,551）

18.2%（1,001）

14.9%（821）

26.9%（1,481）

19.6%（1,570）

52.3%（4,190）

22.3%（1,787）

15.7%（1,261）

26.4%（2,116）
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12.6%（119）

70.5%（666）

27.6%（261）

16.6%（157）

21.6%（204）

29.8%（1,709）

57.4%（3,287）

24.0%（1,376）

14.0%（801）

19.5%（1,118）

27.4%（1,828）

59.2%（3,953）

24.5%（1,637）

14.4%（958）

19.8%（1,322）
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幼保連携型認定こども園全体



障害のある幼児等の数

（１）障害のある幼児等とその保護者との連携にあたって実施している支援（幼稚園）

幼 稚 園
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５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援、家庭の実情に応じた支援

ア：幼稚園の教員免許を有する者の配置（財政支援を含む)

イ：特別支援教育支援員など、障害のある幼児等への支援について
専門性を有する者の配置（財政支援を含む）

ウ：巡回相談等、障害への気付きや障害のある幼児等への関わり方
（個別の指導計画を含む）に関する助言や研修

エ：家庭、地域及び医療や福祉、保健等の関係機関との連携（個別の
教育支援計画の作成を含む）への助言や研修

オ：保護者との関わり方に関する助言や研修

カ：小学校に対して、園での幼児の様子、具体的な支援方法や
内容等の引継ぎ

キ：ア～カ以外の取組

ク：過去に障害のある幼児等が在園したことがない

※ 「障害のある幼児等」は園の認識において判断した数を指しており、必ずしも診断や手帳を有しているものではない。

園児数 在園している園数 在園している園の割合 １園あたりの人数
公立幼稚園 14,522人 2,033園 81.5% 7.1人/園
私立幼稚園 31,529人 4,139園 75.1% 7.6人/園
幼稚園全体 46,051人 6,172園 77.1% 7.5人/園

67.9%（1,693）

29.7%（741）

92.9%（2,316）

89.6%（2,234）

78.5%（1,958）

95.6%（2,384）

6.1%（152）

1.4%（34）

72.3%（3,986）

14.7%（809）

72.6%（4,001）

64.0%（3,531）

59.7%（3,293）

82.2%（4,529）

5.2%（286）

4.4%（244）

70.9%（5,679）

19.4%（1,550）

78.9%（6,317）

72.0%（5,765）

65.6%（5,251）

86.3%（6,913）

5.5%（438）

3.5%（278）
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※1 母数：8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答



（１）障害のある幼児等とその保護者との連携にあたって実施している支援（幼保連携型認定こども園）

障害のある幼児等の数
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５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援、家庭の実情に応じた支援

※1 母数：6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

幼保連携型認定こども園
※ 「障害のある幼児等」は園の認識において判断した数を指しており、必ずしも診断や手帳を有しているものではない。

園児数 在園している園数 在園している園の割合 １園あたりの人数
公立幼保連携型認定こども園 8,336人 827園 87.5% 10.1人/園
私立幼保連携型認定こども園 29,136人 4,509園 78.7% 6.5人/園
幼保連携型認定こども園全体 37,472人 5,336園 80.0% 7.0人/園

76.1%（719）

19.7%（186）

96.4%（911）

88.5%（836）

83.9%（793）

93.0%（879）

5.1%（48）

1.1%（10）

76.3%（4,371）

15.8%（906）

83.3%（4,774）

78.4%（4,493）

71.8%（4,114）

86.6%（4,962）

6.0%（341）

2.8%（159）

76.3%（5,090）

16.4%（1,092）

85.2%（5,685）

79.9%（5,329）

73.5%（4,907）

87.5%（5,841）

5.8%（389）

2.5%（169）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

ア：幼稚園の教員免許を有する者の配置（財政支援を含む)

イ：特別支援教育支援員など、障害のある幼児等への支援について
専門性を有する者の配置（財政支援を含む）

ウ：巡回相談等、障害への気付きや障害のある幼児等への関わり方
（個別の指導計画を含む）に関する助言や研修

エ：家庭、地域及び医療や福祉、保健等の関係機関との連携（個別の
教育支援計画の作成を含む）への助言や研修

オ：保護者との関わり方に関する助言や研修

カ：小学校に対して、園での幼児の様子、具体的な支援方法や
内容等の引継ぎ

キ：ア～カ以外の取組

ク：過去に障害のある幼児等が在園したことがない



（２）外国人幼児等への指導に当たって、実施している支援（幼稚園）

外国人幼児等の数

34

５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援、家庭の実情に応じた支援

幼 稚 園

ア：保育中に支援を行う教員又は教員を補助する者の配置
（財政支援を含む）

イ：外国人幼児等との円滑な意思伝達のための通訳

ウ：外国人幼児等も楽しめる遊びの工夫（絵本や歌等）への助言

エ：幼児の母国の文化、習慣、遊び等に関する研修

オ：小学校に対して、園での幼児の様子、具体的な支援方法や内容等
の引継ぎ

カ：ア～オ以外の取組

キ：過去に外国人幼児等が在園したことがない

※1 母数：8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

園児数 在園している園数 在園している園の割合 １園あたりの人数
公立幼稚園 1,775人 606園 24.3% 2.9人/園
私立幼稚園 5,896人 1,282園 23.3% 4.6人/園
幼稚園全体 7,671人 1,888園 23.6% 4.1人/園

15.0%（375）

19.0%（475）

33.5%（835）

11.3%（282）

49.8%（1,242）

8.0%（199）

34.9%（871）

15.2%（837）

10.7%（588）

27.0%（1,488）

6.5%（358）

46.3%（2,553）

12.2%（671）

20.1%（1,110）

15.1%（1,212）

13.3%（1,063）

29.0%（2,323）

8.0%（640）

47.4%（3,795）

10.9%（870）

24.7%（1,981）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体



（２）外国人幼児等への指導に当たって、実施している支援（幼保連携型認定こども園）
外国人幼児等の数

35

５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援、家庭の実情に応じた支援

幼保連携型認定こども園

※1 母数：6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

ア：保育中に支援を行う教員又は教員を補助する者の配置
（財政支援を含む）

イ：外国人幼児等との円滑な意思伝達のための通訳

ウ：外国人幼児等も楽しめる遊びの工夫（絵本や歌等）への助言

エ：幼児の母国の文化、習慣、遊び等に関する研修

オ：小学校に対して、園での幼児の様子、具体的な支援方法や内容等
の引継ぎ

カ：ア～オ以外の取組

キ：過去に外国人幼児等が在園したことがない

園児数 在園している園数 在園している園の割合 １園あたりの人数
公立幼保連携型認定こども園 892人 250園 26.5% 3.6人/園
私立幼保連携型認定こども園 3,426人 1,087園 19.0% 3.2人/園
幼保連携型認定こども園全体 4,318人 1,337園 20.0% 3.2人/園

9.3%（88）

15.8%（149）

25.7%（243）

9.6%（91）

46.9%（443）

9.5%（90）

34.4%（325）

10.6%（606）

9.9%（566）

23.8%（1,362）

6.6%（380）

37.5%（2,149）

8.8%（502）

37.7%（2,162）

10.4%（694）

10.7%（715）

24.1%（1,605）

7.1%（471）

38.8%（2,592）

8.9%（592）

37.3%（2,487）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体



（３）外国人幼児等の保護者との連携に当たって、実施している支援

幼 稚 園

36

５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援、家庭の実情に応じた支援

ア：保護者会等の園行事や園だより等における翻訳

イ：保護者会等の園行事や園だより等における通訳

ウ：保護者に日本の幼稚園の生活や教育に関して分かりやすく説明できる資料等

エ：母国の文化、習慣、宗教等に関する研修

オ：保護者から日本での生活等に関して相談を受けた場合の連携窓口
（例：母語で受診可能な病院を知りたい等、生活に関して相談を受けた場合、

幼稚園が保護者に対して紹介できるワンストップの窓口）

カ：ア～オ以外

キ：過去に外国人幼児等が在園したことがない

幼保連携型認定こども園

※1 母数：
・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）
・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）

※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

23.1%（576）

29.2%（728）

23.2%（578）

7.2%（180）

24.2%（604）

11.0%（275）

33.9%（846）

20.4%（1,125）

18.8%（1,038）

18.8%（1,034）

3.7%（203）

15.0%（827）

17.6%（971）

19.2%（1,060）

21.2%（1,701）

22.1%（1,766）

20.1%（1,612）

4.8%（383）

17.9%（1,431）

15.6%（1,246）

23.8%（1,906）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

公立幼稚園
私立幼稚園
幼稚園全体

20.5%（194）

22.5%（213）

20.0%（189）

4.1%（39）

19.0%（180）

12.4%（117）

32.7%（309）

15.7%（897）

14.7%（844）

17.4%（994）

3.8%（220）

17.8%（1,017）

12.3%（707）

36.1%（2,069）

16.3%（1,091）

15.8%（1,057）

17.7%（1,183）

3.9%（259）

17.9%（1,197）

12.3%（824）

35.6%（2,378）

0% 10% 20% 30% 40%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

公立幼保連携型認定こども園
私立幼保連携型認定こども園
幼保連携型認定こども園全体



（４）経済的な支援や児童虐待防止に向けた支援等が必要と考えられる家庭への支援に当たって、
実施している支援

37

５. 特別な配慮を必要とする幼児又はその保護者への支援、家庭の実情に応じた支援

幼保連携型認定こども園幼 稚 園

ア：カウンセラーの巡回相談等、保護者の悩みなどに気付き、相談に応じることができる体制整備

イ：ソーシャルワーカーの巡回相談等、幼児とその保護者が置かれている生活環境に関して福祉的
な視点から相談に応じることができる体制

ウ：経済的な支援等が必要と考えられる家庭の幼児との関わり方や家庭との連携に関する教師への
助や研修

エ：福祉部局との連携

オ：その他の取組

※1 母数：
・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）
・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園） 

※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

51.7%（1,290）

40.2%（1,003）

35.0%（872）

79.0%（1,970）

7.2%（180）

38.1%（2,100）

19.2%（1,058）

20.3%（1,117）

53.6%（2,954）

9.5%（526）

42.3%（3,390）

25.7%（2,061）

24.8%（1,989）

61.5%（4,924）

8.8%（706）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア

イ

ウ

エ

オ

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

45.0%（425）

39.2%（370）

36.7%（347）

87.6%（828）

9.2%（87）

44.6%（2,554）

29.3%（1,679）

31.8%（1,823）

73.9%（4,234）

7.5%（431）

44.6%（2,979）

30.7%（2,049）

32.5%（2,170）

75.9%（5,062）

7.8%（518）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア

イ

ウ

エ

オ

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体



※ 母数：【平成22年度以前】学校基本調査の幼稚園数（幼稚園型認定こども園を含む。以下同じ）
 【平成24・26・28年度、令和元年度、令和３年度】調査回答幼稚園数
 【令和５年度】8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）（無回答含む）

※幼稚園における預かり保育：幼稚園において、地域の実態や保護者の要請により，教育課程に係る教育時間の終了後等に希望する者（在園児）を対象に行う教育活動をいう。

 預かり保育を定期的又は一時的に実施している幼稚園は、全体の91.0%であった。
 預かり保育を平日において週５日実施している幼稚園は、定期的に実施している幼稚園全体の92.2％で

あった。
 預かり保育を平日17時以降まで実施している幼稚園は、定期的に実施している幼稚園全体の86.4%で

あった。

・預かり保育を実施している幼稚園

・平日の預かり保育実施日数

・平日の預かり保育終了時間

６．幼稚園における預かり保育実施状況

38※ 母数：預かり保育を定期的に実施している7,010幼稚園（公立：1,779園、私立：5,231園）

※ 母数：預かり保育を定期的に実施している7,010幼稚園（公立：1,779園、私立：5,231園）

1.2%

1.0%

1.0%

1.7%

1.0%

1.1%

2.2%

1.0%

1.3%

4.8%

2.1%

2.8%

88.9%

93.3%

92.2%

1.1%

1.7%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

週１日

週２日

週３日

週４日

週５日

無回答

31.2%

5.1%

11.7%

21.7%

12.2%

14.6%

43.3%

71.9%

64.6%

3.1%

8.6%

7.2%

0.7%

2.2%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

17時より前

17時

17時より後～19時より前

19時以降

無回答

5.5%

44.6% 46.5% 47.0% 52.5% 59.7% 60.9% 66.0% 70.5% 76.4% 77.4%
46.0%

87.6% 88.1% 88.8% 89.6% 94.2% 95.0% 96.5% 96.9% 96.9% 97.1%

29.2%

70.6% 71.7% 72.5% 75.4% 81.4% 82.5% 85.2% 87.8% 90.1% 91.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成９年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成26年度 平成28年度 令和元年度 令和３年度 令和５年度

公立幼稚園
私立幼稚園
幼稚園全体



25.5%

32.7%

30.4%

26.8%

17.5%

20.4%

17.2%

41.0%

33.6%

30.5%

8.9%

15.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園合計

教育課程の活動を担当
する職員のみ

教育課程の活動を担当
しない職員のみ

両者を配置

配置職員なし
（無回答含む）

６．幼稚園における預かり保育実施状況

 平日において、定期的に預かり保育を実施している幼稚園の受入れ幼児数は、１園１日当たり14.5人
であった。

 土曜日において預かり保育を定期的に実施している幼稚園は、全体の17.5%であった。
 長期休業日中も平日と同程度に定期的に預かり保育を実施している幼稚園は、全体の75.0%であった。

 預かり保育を担当する職員（非常勤を含み、補助者を除く）のうち、教育課程時間の活動を併任する
職員は23,720人であった。

 預かり保育を担当する職員が、教育課程時間の活動を併任している幼稚園は、全体の69.0％であった。

※１ 母数：8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園） 
※２ 令和５年６月の平日の受入れ延べ人数および延べ人数の回答があった園数（7,013園（公立：1,839園、私立：5,174園）から算出。（令和５年６月の平日は22日として算出）
※３ 土曜日に預かり保育を定期的に実施していると回答があった幼稚園の割合
※４ 春・夏・冬季休業日のすべての休業日で平日と同程度に実施していると回答があった幼稚園の割合。無回答は実施していないとみなした。

・担当職員数 ・担当職員配置園数

※ 無回答は0人とみなした。 39

平日の受入れ幼児数（※２） 土曜日における
預かり保育実施状況（※３）

長期休業日における
預かり保育実施状況（※４）

公立幼稚園 6.4人/園・日 7.1% 56.9%
私立幼稚園 17.4人/園・日 22.1% 83.2%
幼稚園全体 14.5人/園・日 17.5% 75.0%

3,254人

20,466人

23,720人

2,568人

8,100人

10,668人

0人 10,000人 20,000人 30,000人 40,000人

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園合計

教育課程の活動を
担当する職員

教育課程の活動を
担当しない職員

※ 母数：8,007幼稚園（公立： 2,494園、私立：5,513園）



※１ 母数：8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園） ※３ 親子登園などの保護者とともに過ごすものは除く。
※２ 入園前に一時的に行う、いわゆる「ならし保育」を除く。 ※４ 時間の長短は問わない。 

７．子育て支援関連活動の実施状況

 満３歳未満の非在園児を定期的又は一時的な預かりを実施している幼稚園は、全体の28.1%であった。
 満３歳未満の非在園児の預かりは、２歳児のみの受入れが一番多く、全体の70.0％であった。

（１）幼稚園における満３歳未満児の定期的・臨時的な預かり

40

 満３歳未満の非在園児の預かりを実施する日数は、週５日が一番多く、全体の56.4%であった。

※１ 母数：満３歳未満の非在園児の預かり保育を定期的に実施している1,881幼稚園（公立：39園、私立：1,842園）

1.6%

33.4%

23.5%

0.8%
6.4%

4.6%

97.7%

60.2%

71.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

定期的に実施

保護者からの要望に
応じて実施
実施していない
（無回答含む）

0.0%

0.2%

0.2%

0.0%
0.3%

0.3%

36.2%

70.9%

70.0%

0.0%

0.2%

0.2%

15.5%

7.7%

7.9%

43.1%

16.8%

17.5%

5.2%

3.9%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

０歳児のみ

１歳児のみ

２歳児のみ

０～１歳児

０～２歳児

１～２歳児

7.7%

9.4%

9.4%

0.0%

9.7%

9.5%

5.1%

7.9%

7.9%

5.1%

7.9%

7.9%

51.3%

56.5%

56.4%

30.8%

8.5%

8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

週１日

週２日

週３日

週４日

週５日

・平日のうち、満３歳未満児の預かりを実施する日数

・満３歳未満児を預かる保育活動の実施状況及び最も受け入れている幼児の年齢



幼 稚 園

（３）園庭開放など、対象を保護者に限定しない地域交流による子育て支援

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園

※ 母数 ：
・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）
・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）

７．子育て支援関連活動の実施状況

（２）対象を保護者全般とした交流、子育て相談、情報提供等の子育て支援
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■ 週１回以上 ■ 月１～２回 ■ 年数回 ■ 実施していない（無回答含む）

■ 週１回以上 ■ 月１～２回 ■ 年数回 ■ 実施していない（無回答含む）

※ 母数 ：
・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）
・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）

14.9%

13.1%

13.7%

17.3%

22.9%

21.1%

32.5%

26.0%

28.0%

35.3%

38.0%

37.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

25.8%

29.1%

28.7%

16.5%

22.6%

21.7%

24.9%

26.9%

26.6%

32.8%

21.4%

23.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

24.4%

19.5%

21.0%

20.1%

31.1%

27.7%

16.8%

17.2%

17.1%

38.8%

32.2%

34.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

29.6%

33.7%

33.1%

24.2%

27.8%

27.3%

11.7%

13.8%

13.5%

34.4%

24.6%

26.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体



（４）ならし保育、親子登園などによる満３歳未満児の子育て支援（（１）を除く）

（５）障害のある幼児等の保護者を特に対象とした活動

■ 週１回以上 ■ 月１～２回 ■ 年数回 ■ 実施していない（無回答含む）

７．子育て支援関連活動の実施状況

幼 稚 園

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園
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※ 母数 ：
・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）
・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）

4.7%

15.5%

12.1%

13.2%

21.2%

18.7%

14.1%

14.5%

14.4%

68.0%

48.8%

54.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

5.5%

11.3%

10.5%

5.6%

10.9%

10.1%

16.2%

20.1%

19.6%

72.7%

57.7%

59.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

1.8%

1.1%

1.3%

2.0%

2.1%

2.1%

12.1%

8.3%

9.4%

84.1%

88.5%

87.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

2.2%

2.0%

2.1%

2.0%

3.4%

3.2%

13.8%

12.7%

12.9%

82.0%

81.8%

81.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体
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８．園児の居住市町村数

２市町村以上から子供を受入れている幼稚園は、公立では5.8%、私立では66.6%であった。
２市町村以上から子供を受入れている幼保連携型認定こども園は、公立では20.9%、私立では46.4%で

あった。
学校法人立の園においては、２市町村以上から子供を受入れている園は65.4%であった。

■ １市町村 ■ ２～３市町村 ■ それ以上 ■ 無回答

※ 母数：6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）

※ 母数：11,241私立の幼稚園又は幼保連携型認定こども園（学校法人立：6,840園、それ以外の私立：4,401園）

※ 母数：8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

私立の幼稚園及び幼保連携型認定こども園

93.8%

32.4%

51.5%

5.3%

44.8%

32.5%

0.5%

21.8%

15.2%

0.5%

1.0%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

78.2%

51.8%

55.5%

19.5%

37.1%

34.6%

1.4%

9.3%

8.2%

1.0%

1.8%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体

33.8%

55.5%

42.3%

44.4%

35.4%

40.9%

21.0%

6.9%

15.5%

0.9%

2.2%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校法人立

それ以外の私立

私立全体
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９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

（１）現在のＩＣＴの配備状況
教員用のタブレット又はＰＣの配備状況は、幼稚園では、公立は「１人１台程度」、私立は「複数台を

共有」が、一番多く、幼保連携型認定こども園では、公立、私立ともに「複数台を共有」が、一番多
かった。

幼児用のタブレット又はＰＣの配備状況は、 「複数台を共有」が幼稚園全体で7.8％、幼保連携型認定
こども園全体で11.1％あったが、ほとんどの園は「ゼロ」（配備されていない）であった。

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

・教員用 ア：１人１台程度 イ：複数台を共有 ウ：１台を共有 エ：園長又は特定の教員のみが利用できるタブレット又はＰＣのみを配備 オ：ゼロ

61.9%

28.4%

3.5%

4.5%

1.6%

27.4%

53.3%

6.8%

9.0%

3.4%

38.2%

45.6%

5.8%

7.6%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ア

イ

ウ

エ

オ

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

22.1%

69.9%

1.1%

5.1%

1.8%

14.1%

79.0%

2.2%

3.2%

1.5%

15.2%

77.7%

2.1%

3.5%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ア

イ

ウ

エ

オ

公立幼保連携型認定こども園
私立幼保連携型認定こども園
幼保連携型認定こども園全体

0.8%

4.2%

4.1%
90.9%

0.6%

9.4%

2.5%

87.5%

0.7%

7.8%

3.0%

88.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア

イ

ウ

エ

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

0.4%

4.6%

1.8%

93.2%

1.0%

12.2%

2.5%

84.2%

1.0%

11.1%

2.4%

85.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア

イ

ウ

エ

公立幼保連携型認定こども園
私立幼保連携型認定こども園
幼保連携型認定こども園全体

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

・幼児用

※ 母数：8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園） ※ 母数：6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）

ア：１人１台程度 イ：複数台を共有 ウ：１台を共有 エ：ゼロ（無回答含む）
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９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

（２）ＩＣＴの使用状況
多くの園において、「外部との打合せ・研修」、「保護者との連絡・情報提供」、「園の運営等に関す

る内部業務」にICTを使用している状況であった。
教育活動において、幼児がＩＣＴを使用している園も存在する。

幼 稚 園

幼保連携型認定こども園

（単位：園）

（単位：園）

教育活動で幼児が使用 外部との打合せ・研修
保護者との連絡・情報提供
（園の活動の様子の配信、教
材等の配信・配布、子育て相

談を含む等）

園の運営等に関する内部業務
（指導要録の記入や指導計画

の作成など）

公立幼稚園
（2,494園） 401 2,126 1,777 2,158

私立幼稚園
（5,513園） 705 4,366 4,555 4,122

幼稚園全体
（8,007園） 1,106 6,492 6,332 6,280

教育活動で幼児が使用 外部との打合せ・研修
保護者との連絡・情報提供
（園の活動の様子の配信、教
材等の配信・配布、子育て相

談を含む等）

園の運営等に関する内部業務
（指導要録の記入や指導計画

の作成など）

公立幼保連携型
認定こども園
（945園）

65 744 673 719

私立幼保連携型
認定こども園
（5,728園）

890 4,934 5,032 4,885

幼保連携型
認定こども園全体
（6,673園）

955 5,678 5,705 5,604
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９．ＩＣＴの配備状況、使用状況、利用のための課題

（３）ＩＣＴの利用のための課題
多くの園において、「タブレット又はＰＣの配備」、「ノウハウのある担当職員又は外部人材の確保」、

「個人情報、サイバーセキュリティ、破損・盗難対策など安全面の対応」を課題と考えている。

幼 稚 園

幼保連携型認定こども園

（単位：園）

（単位：園）

タブレット
又はＰＣの配備

通信環境など
インフラの改善

ノウハウのある担当職員
又は外部人材の確保

保護者の同意を得るための
十分なコミュニケーション

教職員の同意を得るための
十分なコミュニケーション

個人情報、サイバーセキュリティ、
破損・盗難対策など安全面の対応 その他

公立幼稚園
（2,494園） 1,660 1,821 1,889 654 428 1,829 128

私立幼稚園
（5,513園） 3,593 2,461 3,287 1,365 1,232 4,180 422

幼稚園全体
（8,007園） 5,253 4,282 5,176 2,019 1,660 6,009 550

タブレット
又はＰＣの配備

通信環境など
インフラの改善

ノウハウのある担当職員
又は外部人材の確保

保護者の同意を得るための
十分なコミュニケーション

教職員の同意を得るための
十分なコミュニケーション

個人情報、サイバーセキュリティ、
破損・盗難対策など安全面の対応 その他

公立幼保連携型
認定こども園
（945園）

678 600 652 318 243 744 51

私立幼保連携型
認定こども園
（5,728園）

3,746 2,153 2,997 1,442 1,279 4,296 431

幼保連携型
認定こども園全体
（6,673園）

4,424 2,753 3,649 1,760 1,522 5,040 482
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※1 母数：8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園） 
※2 グラフ中の（ ）内は園数

※1 母数：6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）
※2 グラフ中の（ ）内は園数

（１）保有している絵本等の冊数

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

 保有している絵本等の冊数としては、幼稚園、幼保連携型認定こども園ともに500~1,000冊が最も多
かった。

１０．保有している絵本等の冊数、絵本や物語に触れる機会を多様にするための工夫

0.9%（23）

0.7%（17）

9.7%（243）

12.7%（317）

22.6%（563）

20.0%（499）

14.0%（348）

19.4%（484）

2.2%（123）

2.9%（162）

14.6%（803）

15.9%（875）

21.7%（1,196）

13.7%（756）

8.6%（472）

20.4%（1,126）

1.8%（146）

2.2%（179）

13.1%（1,046）

14.9%（1,192）

22.0%（1,759）

15.7%（1,255）

10.2%（820）

20.1%（1,610）

0% 5% 10% 15% 20% 25%

50冊未満
（無回答含む）

50-100冊未満

100-300冊未満

300-500冊未満

500-1000冊未満

1000-1500冊未
満

1500-2000冊未
満

2000冊以上

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園全体

0.6%（6）

0.3%（3）

12.1%（114）

16.7%（158）

24.1%（228）

18.0%（170）

11.1%（105）

17.0%（161）

2.2%（126）

4.0%（230）

19.0%（1,086）

17.7%（1,016）

22.4%（1,285）

14.2%（813）

6.5%（371）

14.0%（801）

2.0%（132）

3.5%（233）

18.0%（1,200）

17.6%（1,174）

22.7%（1,513）

14.7%（983）

7.1%（476）

14.4%（962）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

50冊未満
（無回答含む）

50-100冊未満

100-300冊未満

300-500冊未満

500-1000冊未満

1000-1500冊未満

1500-2000冊未満

2000冊以上

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体



１０．保有している絵本等の冊数、絵本や物語に触れる機会を多様にするための工夫
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（２）絵本や物語に触れる機会を多様にするための工夫

幼 稚 園 幼保連携型認定こども園

 絵本や物語に触れる機会を多様にするための工夫としては、幼稚園、幼保連携型認定こども園ともに
「興味のある活動に関する絵本の準備」、「絵本や物語を題材にした劇や遊び」が多かった。

ア：興味のある活動に関する絵本を準備している

イ：絵本や物語を題材にした劇や遊びをしている

ウ：絵本等の読み聞かせ等を通して小中学生と交流している

エ：民間団体や地域ボランティアによるおはなし会や読み聞かせ会をしている

オ：地域の図書館や小学校の学校図書館を園児と訪問している

カ：読み聞かせの楽しさや読書の重要性について、保護者の理解が促進される機会を設けている（講演会等）

キ：教師が絵本を借りて幼児に読み聞かせをするなど、園の近隣地域にある図書館等を利用している

※1 母数：
・8,007幼稚園（公立：2,494園、私立：5,513園）
・6,673幼保連携型認定こども園（公立：945園、私立：5,728園）

※2 グラフ中の（ ）内は園数
※3 複数回答

98.0%（2,443）

93.3%（2,328）

23.9%（595）

69.3%（1,728）

36.4%（909）

44.9%（1,120）

73.7%（1,839）

94.1%（5,187）

84.7%（4,670）

10.4%（572）

20.1%（1,110）

10.4%（574）

27.4%（1,508）

46.6%（2,569）

95.3%（7,630）

87.4%（6,998）

14.6%（1,167）

35.4%（2,838）

18.5%（1,483）

32.8%（2,628）

55.1%（4,408）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

公立幼稚園
私立幼稚園
幼稚園全体

97.2%（919）

93.8%（886）

17.4%（164）

57.0%（539）

27.8%（263）

35.8%（338）

78.0%（737）

94.5%（5,412）

85.5%（4,899）

13.7%（783）

28.5%（1,633）

16.2%（928）

27.5%（1,577）

55.9%（3,200）

94.9%（6,331）

86.7%（5,785）

14.2%（947）

32.5%（2,172）

17.8%（1,191）

28.7%（1,915）

59.0%（3,937）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

幼保連携型認定こども園全体
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